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Ⅰ　はじめに

　本論文は『特殊教育学研究』に掲載された諸外国
の教育に関する研究論文についての調査資料であ
る。同誌は，我が国の障害のある子どもの教育分野
の主要な学会誌であり，創刊から50年を迎える歴史
をもつ。また，その研究分野は障害種別を広くカ
バーしている。
　とは言え，諸外国の状況に関する論文は，例えば
関連学会誌（『特殊教育学研究』のほかには『LD研
究』，『自閉症スペクトラム研究』，『発達障害研究』，

『行動分析学研究』，『障害者問題研究』，『教育心理
学研究』など）はもとより，大学や研究機関の紀要

（『障害学研究』，『世界の特別支援教育』など）や，
図書（文部省初等中等教育局特殊教育課，1967; 昇

地，1967; 石部・溝上編，1982; 全日本特殊教育研
究連盟編集委員会編，1991; 日本精神薄弱者福祉連
盟，1997）などが存在する。
　したがって本稿において『特殊教育学研究』に掲
載された論文の内容や研究動向を明らかにすること
は，諸外国における障害のある子どもの教育に関す
る研究あるいはそれらの情報の収集の1段階に過ぎな
い。著者らは今後，例えば「インクルーシブ教育」
などの特定のテーマに絞って，広範囲に網羅的なレ
ビューを行う意図を持っているが，それらの研究は，
本論文で得られる分析の観点や研究の傾向を踏まえ
た上で取り組むことができるものと考えている。

Ⅱ　研究の目的

　『特殊教育学研究』に掲載された論文を対象とし
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　要旨：日本特殊教育学会の機関誌である『特殊教育学研究』第１巻から第48巻までに掲載された1,385論文
を対象として諸外国の障害のある子どもの教育に関する文献を整理した。当該論文は100論文あった。これ
は掲載論文総数の7.2％であったが，全期間を４つの期間にわけて当該論文の割合を算出すると最近の12年間
は8.9％と，それまでの期間の約1.5倍であった。対象国はアメリカが40論文（すなわち40%，以下同様）と最
も多く，対象となった障害種別の分類では，特定の障害種別によらない『障害一般，外』が半数を占めた。
論文種別の割合は，全体の論文の掲載状況と比較した場合に『資料論文』，『展望論文』，『研究時評』で高く，

『原著論文』，『事例研究』，『実践研究論文』で低くかった。第１巻から48巻の期間を前期と後期の２期にわ
けると「諸外国の教育制度などを対象とした論文」の占める割合は前期の60.9%から後期の44.2%へと減少し

「指導法，教育的介入，教育実態などを対象とした諸外国における研究」は前期の17.4%から後期の36.4%へ
と増加していた。それぞれの研究の具体的な内容については障害別にまとめた。
　見出し語：文献調査，諸外国，障害のある子どもの教育，文献，特殊教育学研究
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て，諸外国の障害にある子どもの教育に関する研究
論文のリストを整理し，その研究内容と傾向を示す
ことで，今後，諸外国における障害のある子どもの
教育に関する研究あるいは情報収集を行うための研
究資料とする。

Ⅲ　研究の方法

１．対象とする巻号と論文種別
　対象とする論文は『特殊教育学研究』の1964（昭
和39）年の第１巻第１号特別号から，本研究の執筆
を開始した第48巻第６号までに掲載されたものとし
た。検討の対象とする論文種別は和文では『原著論
文』，『資料論文』，『事例研究』，『実践研究論文』，

『研究時評』，『展望論文』，『特集』，『海外だより』，
『紹介』とし，英文では『Original Article』，『Brief 
Note』，『Current Topic』，『Review』，『Practical 
Research』とした。

２．対象とする論文の範囲
　実際の研究論文では，研究の主たる目的が諸外国
の障害のある子どもの教育であると思われるものに
加えて，研究の一環として行われた文献の紹介や事
実の検討などが諸外国の障害のある子どもの教育を
理解する上で有効な知見となる研究が存在する。
　後者は『特殊教育学研究』全体で21編ほどが確認
された。しかしながら，これらの中には例えば，諸
外国に関連する記述の分量も少なく，具体的な情報
に乏しい論文から，章や節をそれに充てることで具
体的な情報を提供する論文まで，さまざまの程度の
論文があった。
　このようなことから本研究では，以下のような条
件で該当する論文を選定することにした。なお，判
断が難しいと思われたものは著者らの合議によるこ
とにした。

（１） 表題や副題に国名（日本以外）が明示される
など，諸外国の障害のある子どもの教育に関
連する研究であることが明白な論文

（２） 表題や副題に国名はないが，本文，目的にお
いて，諸外国の障害のある子どもの教育に関
連する研究であることが読み取ることができ

る論文
　以下，これらを「諸外国の障害のある子どもの教
育に関連する研究」あるいは「当該論文」と呼ぶ。

３．本研究における分析の観点
　諸外国の障害のある子ども教育に関する論文を整
理する枠組みとして柘植ら（2001）による『世界の
特殊教育』の創刊号から2000年までの14巻を対象と
した研究動向の報告がある。そこでは分類の観点と
して「地域」，「対象国」，「研究内容」，「研究方法」，

「対象者の障害」，「対象機関」，「対象学級」，「論文
の種類」が挙げられている。
　柘植ら（2001）の論文の分析の観点である「研究
方法」と「対象機関」，「対象学級」については，柘
植ら（2001）の報告にあるように，資料分析，訪問，
聞き取り調査が95%を占めるなど，本研究所の職員
による諸外国の状況報告が中心である『世界の特殊
教育』に特有の項目と考えられた。また，全掲載論
文を対象とした分析のため，掲載論文総数に示す割
合は検討されていない。
　本論では，上記の観点を参考としながら，研究の
内容など，実際の論文を発表順に読みながら，整
理，分析の枠組みになり得る特徴を検討することに
した。
　まず創刊後の最初の当該論文は1970（昭和45）年
の『海外だより』であった。李（1970）は，当時の
韓国特殊教育の近況について関連する背景，制度，
予算，特殊教育助成基金団体の設立，講習会，施設
等の様子を報告している。これは当時の教育制度等
の紹介といえよう。２つめの当該論文は翌年に発
表された。中村（1971）は，19世紀アメリカの特
殊教育成立に指導的な役割を果たしたと思われる
Samuel Gridley Howeの教育論について初期の盲人
像，盲院の教育，権利，人権などを中心に，その障
害児教育思想形成過程について論述している。これ
は思想及び思想史を対象とした論文と思われた。次
いで，藤井（1972）は，第二次世界大戦後，特に，
1950年代後半から始まる「教育制度現代化」におけ
る特殊学校制度の扱いと1970年代における特殊学校
制度の問題について1971年までの資料をもとに論
述している。これは教育史に関する内容と思われ
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た。このようにして順に当該論文を見ていくと，イ
ンテグレーションなどの理念を扱った研究（小川，
1974），指導法を対象とした研究（林，1975），判例
を対象にした研究（山田，1980a），教育に関する法
律（瀬尾，1982），諸外国における実態調査（金，
1986），教員養成に関する内容（二文字，1988）な
ど新たな整理分類に含まれると思われる論文が登場
した。
　さらに確認を進めると，例えば，指導法を対象と
した研究の中には，教育的介入の有効性の評価研究

（Takeuchi, Kubota, & Yamamoto, 2002）なども含
まれるようであった。
　これらを踏まえて研究内容については①教育史，
②教育制度及び教育システム，③教育政策及び教育
に関する法律，④判例，⑤理念及び障害観，⑥思想
及び思想史，⑦教育的介入（指導法等を含む。），⑧
実態調査等に整理できることがわかった。さらに，
①から④は諸外国の教育制度などを対象とした論
文，⑤と⑥は諸外国の教育に関わる思想や障害観な
どを対象とした論文，⑦と⑧は教育的介入，教育の
実態などを対象とした論文として整理することにし
た。
　以上の整理を基に，本研究における分析の観点を
以下の通りとした。

（１）主たる障害種別と国・地域別
（２）掲載論文総数に占める割合
（３）論文種別
（４）研究対象の分類と研究内容
　①諸外国の教育制度等を対象とした論文
　② 諸外国の教育に関わる思想や障害観等を対象と

した論文
　③教育的介入，教育の実態等を対象とした論文
　なお，（２）の掲載論文数に占める割合の経年的
な分析では，全体を４期に分けて分析することとし
た。研究の動向を調査するためには，年度毎の推
移，あるいは，期間を前半，後半にわけて動向を把
握する方法（柘植ら，2001など）がある。あるいは
研究の意図によっては制度改革などの前後で分けて
動向を把握する方法も考えられよう。本論では，全
体の期間を区切る形で，その傾向を確認することと
したが，前半と後半に分けた時，当該論文の数は，

前半23編，後半77編と約3.4倍の増加があったこと
から，毎年の論文数の変化を確認した上で，４期に
分割し分析を行った。

Ⅳ　結果及び考察
　
　第１巻から第48巻までに掲載された論文総数は
1,385であった。その中で研究の方法に示した基準
によって当該論文と判断された論文数は100編と
なった。この当該論文を著者名のアルファベット順
によって並べ，番号を付したものが付表１である。
以下の結果の記述では，この番号を『該当文献番号』
と呼ぶ。また表中には［1］,［2］など［］付きの
数字で表記する。
　先に検討した本研究における分析の観点に沿って
報告する。

１．主たる障害種別と国・地域別
　当該論文が対象とする障害種別，対象国・地域を
整理した（表１）。
　縦軸に障害種別を，横軸に対象国・地域名を並べ
て，当該論文は当該論文番号で示した。研究の対象
国・地域では，アメリカが40論文（すなわち40%，
以下同様）と最も多く，次いでドイツが11論文，イ
ギリスが８論文，韓国が７論文，中国が６論文，ス
ウェーデンと台湾が４論文，フランスが３論文，
オーストラリアとロシアが２論文，ハンガリー，マ
レーシア，モンゴル，ノルウェー，スリランカが１
論文あった。複数の国等を対象とする研究は，ヨー
ロッパ（［66］落合，1990），開発途上国（［17］古
田・吉野，1998; ［75］佐々木・岡, 2006），アメリカ
と台湾と日本（［70］林，1975），中国，台湾，韓国，
日本（［80］田上・梅・鄭，1991）であった。なお，
表１では当該論文が１論文ないし２論文の場合には

『その他』に入れて国名を付した。また台湾と日本
間の研究（Huangu, 2009）など，日本との国際比
較研究は，それぞれの国・地域別に整理した。
　障害種別では，特定の障害種別によらない『障害
一般，外』が50論文と半数を占めた。次いで，聴覚
障害と知的障害がそれぞれ13論文，発達障害が10論
文，視覚障害が6論文，肢体不自由が５論文，重度
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重複障害が２論文，盲ろうが１論文あった。
　柘植ら（2001）は『世界の特殊教育』の1987年か
ら2000年までの14年間に掲載された145編の分析を
行っている。同誌は諸外国に関する障害のある子ど
もの研究をまとめた定期刊行物としては我が国で
唯一のものである。それによれば，障害種別によ
らない「不特定・全般」が26.3%，「知的障害」が
13.1%，「聴覚障害」が10.6%，「学習障害」「肢体不
自由」，「視覚障害」が10.1%，「重複障害」が6.6%等
となっている。また，対象の国は，アメリカが43編
と13.9%で最も多く，対象国数は33ヶ国となってい
た。本論文とは掲載の雑誌の性格も異なるため直接
の比較はできないが，障害種別によらない研究が多
いこと，アメリカに関する研究の数が多いことが共
通点となる。

２．掲載論文総数に占める割合
　第1巻から第48巻までの当該論文を掲載順に示し
た（表２）。表２は，第１巻から第12巻，第13巻か

ら第24巻，第25巻から第36巻，第37巻から第48巻の
12年間の４期に分けたものであるが，１期から２
期，２期から３期，３期から４期と，当該論文の絶
対数が増加している。
　当該論文の絶対数は増加しているが，上記の期間
では，当然，年間の掲載論文総数も増加している。
このため，上記の４期間における掲載論文総数と当
該論文の数をまとめて，その割合を算出した（表
３）。
　表３によれば，第１巻から第48号までの掲載論文
総数に占める当該論文数の割合は7.2％であり，こ
の割合は，第１巻から第12巻が5.0％，第13巻から
第24巻，第25巻から第36巻が6.4％，第37巻から第
48巻が8.9％となって，12年ごとに比較すると最近
の12年間では，それまで期間の約1.5倍に増加して
いる。

３．論文種別
　表４は，論文種別ごとの『特殊教育学研究』全掲

表１　『特殊教育学研究』の当該論文と主たる障害種別と国・地域（当該論文は，『当該論文番号』（付表）で記載）

国・地域 中国 フランス ドイツ 韓国 スウェーデン 台湾 イギリス アメリカ
その他 

（２件以下）
複数国

視覚障害 ［18］ 　　 ［44］ ［29］, ［48］, 
［62］, ［64］

聴覚障害 ［87］ 　　 ［55］ 　　 ［41］, ［42］ ［33］ ［35］, ［39］, 
［50］, ［86］

［40］（AUS） ［70］, ［80］, 
［17］ 　　

知的障害 ［19］, ［43］ ［34］ ［28］ 　　 ［21］, ［22］, 
［23］ 　　

［27］, ［45］, 
［51］, ［52］, 
［95］ 　　

［13］（MNG）

肢体不自由 ［57］ ［25］ 　　 ［72］, ［73］ ［12］
重度重複障害 ［38］ 　　 ［66］ 　　
盲ろう ［58］（NOR） 
発達障害 ［68］, ［97］, 

［98］ 　　
［24］ ［６］ 　　 ［10］, ［54］, 

［71］ 　　
［59］（MYS）,
［81］（MYS）

障害一般，外 ［99］, ［100］ ［７］, ［８］, 
［９］, ［14］, 
［37］, ［61］, 
［65］, ［84］ 

［31］, ［67］, 
［69］ 　　

［36］, ［60］ ［５］, ［30］, 
［74］, ［82］

［１］, ［３］, 
［４］, ［11］, 
［20］, ［26］, 
［33］, ［46］, 
［47］, ［49］, 
［53］, ［56］, 
［63］, ［76］, 
［77］, ［78］, 
［79］, ［83］, 
［90］, ［91］, 
［92］, ［93］, 

［96］

［85］（HUN）,
［94］（AUS）
［88］（RUS）,
［89］（RUS）,
［15］（LKA）,
［16］（LKA）

［２］, ［75］

注１：『その他』の欄の当該番号の後ろにある（）内は，ISOの国名コード（NOR：ノルウェー，AUS：オーストラリア，HUN：ハンガリー，RUS：ロシア，MNG：
モンゴル，MYS：マレーシア，LKA：スリランカ）で示している。注２：発達障害は，発達障害舎支援法の対象としての範囲とした。すなわち，自閉症、アスペル
ガー症候群その他の広汎性発達障害、学習障害、注意欠陥・多動性障害を含むものはここに分類した。
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載論文数と当該論文数とそれぞれの論文種別の論文
が占める割合と，それぞれの論文種別ごとの当該論
文の占める割合を示したものである。
　表４からは，当該論文が全ての論文種別に均等に
分布していないことがうかがわれる。すなわち，原
著論文，事例研究，実践研究論文には少なく，展望
論文と研究時評には多い。一方，当該論文が全体の
論文の掲載状況と同じ程度に論文種別に配分される
ものと考えた場合にも，当該論文の割合が低い論文
種別は『原著論文』，『事例研究』，『実践研究論文』
であり，当該論文の割合が高い論文種別は『資料論

文』，『展望論文』，『研究時評』と考えられた。な
お，『実践研究論文』は和文論文にはなく，２論文
は英文特集号に掲載された海外の実践研究であっ
た。

４．研究対象の分類と研究内容
　研究の方法で述べた分類について，それぞれに属
すると判断された論文を表５に示す。表５は，第１
巻から第48巻を２期にわけることで前半の24年間と
後半の24年間の推移を示したものである。期間を４
期ではなく２期としたのは，第１期では当該論文数

表２　『特殊教育学研究』に掲載された当該論文（当該論文は掲載順に『当該論文番号』（付表）で記載）

１巻-12巻 13巻-24巻 25巻-36巻 37巻-48巻
巻 当該論文 巻 当該論文 巻 当該論文 巻 当該論文
１ 13 ［70］ 25 ［49］, ［57］ 37 ［30］, ［26］
２ 14 26 ［60］, ［71］ 38 ［11］, ［25］
３ 15 ［37］, ［52］ 27 ［93］, ［84］, ［66］ 39 ［２］, ［51］, ［77］, ［13］, 

［81］
４ 16 28 ［33］, ［８］ 40 ［21］, ［45］, ［59］, ［62］
５ 17 ［90］, ［86］, ［91］, ［90］ 29 ［50］, ［80］ 41 ［83］, ［１］, ［96］, ［12］
６ 18 30 ［89］ 42 ［87］, ［５］, ［18］, ［64］
７ ［69］ 19 ［88］, ［92］ 31 ［58］, ［54］ 43 ［31］, ［15］
８ 20 ［78］, ［7］, ［39］ 32 ［99］, ［28］, ［72］, ［56］ 44 ［75］, ［65］, ［76］, ［94］, 

［36］, ［23］, ［85］
９ ［48］, ［14］, 

［46］
21 33 ［95］,［３］, ［９］ 45 ［68］, ［67］, ［53］, ［97］

10 22 ［38］ 34 ［47］, ［19］, ［73］, ［100］, 
［27］, ［24］, ［４］

46 ［32］, ［41］, ［16］, ［98］, 
［74］, ［22］

11 ［43］, ［61］ 23 ［79］, ［29］ 35 47 ［10］, ［40］, ［６］
12 24 ［34］, ［82］ 36 ［17］, ［20］ 48 ［35］, ［63］, ［44］, ［42］

注：下線は，英文特集号に掲載された当該論文。なお，英文特集号は第38巻から掲載が開始されている。

表３　『特殊教育学研究』の全掲載論文数と当該論文数の時代推移

巻 全論文数 当該論文数 占める割合%

1-12 119 6 5.0%

13-24 265 17 6.4%

25-36 474 30 6.3%

37-48 527 47 8.9%

全体 1,385 100 7.2%
注）上記の割合は小数点２桁以下を四捨五入したもの
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が６となり，それぞれのセルの入る割合での比較が
難しいと思われたためである。
　表５によれば『教育史』，『教育政策・法律』，『判
例』，『思想及び思想史』が前期に比べて後期で減少
し，反対に『教育制度・システム』，『理念・障害観』，

『教育的介入』，『実態調査等』が前期に比べて後期
に増加している。
　さらに，これを上位の分類でみると「諸外国の
教育制度などを対象とした論文」の占める割合は

前期の60.9%から後期の44.2%へと減少し，「諸外国
の教育に関わる思想や障害観などを対象とした論
文」は，前期の21.7%から後期の19.5%へとやや減少
し，「指導法，教育的介入，教育実態などを対象と
した諸外国における研究」は前期の17.4%から後期
の36.4%へと増加している。
　なお，上記の『判例』は既に述べたように同一著
者による研究であるが，研究者個人の動向によるも
のか，時代背景を反映しているものかは判断が難し

表４　論文種別ごとの『特殊教育学研究』全掲載論文と当該論文

全体 当該論文 割合％

『原著論文』及び『Original Article』 604 （44%） 29 （30%） ５%

『資料論文』及び『Brief Note』 205 （15%） 20 （20%） 10%

『事例研究』 49 （４%） － －

『実践研究論文』及び『Practical Research』 248 （18%） ２ （２%） １%

『展望論文』及び『Review』 60 （４%） 11 （11%） 18%

『研究時評』及び『Current topic』 203 （15%） 36 （37%） 18%

合計 1,369 （100%） 98（100%） ７%
注１：論文種別の名称は，時代とともに『資料』から『資料論文』へ，『展望』から『展望論文』へと名称が
変更されている。表では，編集規定（2009年４月25日改正）によったが，『事例研究』は掲載当時の名称を用
いた。
注２：『特殊教育学研究』には，表３に上げた論文種別のほかに，『特集（10巻3号と11巻３号のみに掲載）』
が全体で13件，『海外だより（７巻３号のみに掲載）』が全体で１件，『紹介（７巻２号のみに掲載）』が全体
で１件，種別の記載のない論文（２巻特別号）が全体で１件，それぞれあった。この中で該当論文としたの
は『海外だより』と『特集』それぞれ１件あった。

表５　『特殊教育学研究』の当該論文における研究対象分類ごとの時代的推移

巻 1-24 25-48

諸外国の教育制度などを対象とした論文

教育史 26% 21%

教 育 制 度・ シ ス
テム ９% 12%

教育政策・法律 13% 10%

判例 13% １%

諸外国の教育に関わる思想や障害観などを対象とし
た論文

理念・障害観 ９% 13%

思想及び思想史 13% ６%

指導法，教育的介入，教育実態などを対象とした諸
外国における研究

教育的介入等 13% 18%

実態調査等 4% 18%

（）内は論文数 100% （23） 100% （77）
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いと思われる。
　次に，それぞれに分類された論文の数と対象国に
ついて述べる。

（１）諸外国の教育制度などを対象とした論文
　この分類に属すると判断された当該論文は，全体
で48論文と全体の約半数を占めていた。国・地域別
ではアメリカの21論文が最も多く，続いてイギリス
の７論文，ドイツの５論文，スウェーデンと韓国の
それぞれ３論文，中国，フランス，オーストラリア
のそれぞれ２論文，台湾，ノルウェー，ハンガリー
のそれぞれ１論文であった。

（２）�諸外国の教育に関わる思想や障害観などを対
象とした論文

　この分類に属すると判断された当該論文は，全体
で20論文と全体の20%を占めていた。国・地域別で
はアメリカの８論文が最も多く，続いてドイツの５
論文，ロシアの２論文，フランスとスウェーデンの
それぞれ１論文であった。このほか開発途上国の障
害観（佐々木・岡，2006），ヨーロッパの特殊教育
制度（落合，1990），諸外国のインクルージョン（安
藤, 2001）の３論文があった。複数の論文があっ
て，かつ，この分類に属する論文の存在しない対象
は，中国，韓国，台湾，イギリスであった。

（3）�教育的介入，教育の実態などを対象とした諸
外国における研究

　この分類に属すると判断された論文は，全体で32
論文と全体の32%を占めていた。国・地域別ではア
メリカの11論文が最も多く，続いて中国と韓国のそ
れぞれ４論文，台湾の３論文，スリランカとマレー
シアのそれぞれ２論文，ドイツ，イギリス，モン
ゴルのそれぞれ１論文であった。このほかアメリ
カ，台湾，日本の３国の聾児言語指導の比較（林，
1975），中国，台湾，韓国，日本の４ヶ国の手話指
導法の比較（田上・梅・鄭，1991），開発途上国の
聴覚障害教育の現状（古田・吉野，1998）の３論文
があった。複数の論文があって，かつ，この分類に
属する論文の存在しない対象国は，スウェーデン，
フランスであった。

　上記に述べた当該論文の対象分類と国・地域につ
いてのまとめを表６に示す。

（４）研究の内容
　ここでは上に述べてきた当該論文について障害種
別ごとに，対象分類，対象国，論文の内容をまとめ
る。
①視覚障害を対象とした６論文
　「諸外国の教育制度などを対象とした論文」に
分類された論文のうちOka（2003）は， 19世紀ア
メリカのパーキンス盲院において音楽教育を通し
て行った教育改革の特徴を，Ho（2005）は，台湾
の視覚障害児の巡回リソースルームへの展開を，
Miyauchi（2011）は，イギリスにおける1930半か
ら40年代の盲学校再編とその背景について論述して
いる。
　「諸外国の教育に関わる思想や障害観などを対
象とした論文」に分類された論文のうちOka &  
Nakamura（2005）は，アメリカの盲当事者・視覚
障害教育専門家によるフル・インクルージョン批判
を，中村（1971）は，S.G.Howeの教育論における
初期の盲人像，盲院の教育，人権などを論述してい
る。
　「指導法，教育的介入，教育実態などを対象とし
た諸外国における研究」に分類された論文のうち加
藤（1986）は，視覚障害教育における重複障害児指
導の課題と方法について，日本とアメリカの状況を
報告している。
②聴覚障害を対象とした13論文
　「諸外国の教育制度などを対象とした論文」に分
類された論文のうち中村（1991）は，19世紀後半の
アメリカ合衆国で設立された通学制聾学校の設立過
程と寄宿制学校の内部的問題を，木村（2010）は，
その社会的統合について論じている。また，中野・
斉藤（1980）は，1975年のフランスのアビによる教
育改革法と「障害者の利益のための1975年６月30日
法」を，Leigh（2010）は，オーストラリア聴覚障
害教育の変化と教員養成の課題を論じている。
　「諸外国の教育に関わる思想や障害観などを対象
とした論文」に分類された論文のうち草薙（1983）
は，アメリカ聾教育において1960年代後半におこる
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口話と手指を同時に併用するトータル・コミュニ
ケーションの理念について， Leonhardt（2009）は，
ドイツにおける聴覚障害児者の通常教育への統合の
成果と展望を論述している。
　「指導法，教育的介入，教育実態などを対象とし
た諸外国における研究」に分類された論文のうち
林（1975）は，アメリカ，台湾，日本の３ヶ国のコ
ミュニケーション方法としての手話の比較，台湾の
聾教育言語指導法の実態調査を実施，上野（1980）
は， 1853年に時点におけるアメリカのろう教育にお
ける手話の位置づけについて，田上・梅・鄭（1991）
は，中国，韓国，日本の３国における手話研究の現
状と台湾における調査を，王・鷲尾（2004）は，中
国の聴覚障害児（者）の音韻・韻律聴取能力を評
価する語音聴力検査法を開発し，金・伊藤（2008）
は，日本と韓国の聴覚障害児の格助詞の誤用につい
て実験により比較研究を行っている。また，古田・
吉野（1998）は，スリランカにおける経験と関連文
献により発展途上国における子どもの聴覚障害の現
状を明らかにし，Leonhardt（2011）は，ドイツの
子どもの人工内耳の適用について，両親へのインタ
ビュー調査を報告している。
③知的障害を対象とした13論文
　「諸外国の教育制度などを対象とした論文」に分
類された論文のうち中村（1978）は，アメリカの白
痴学校の設立と性格の変遷を1845年までの期間に於
いて検討し，米田・津曲（1995）は，このアメリカ
の「白痴」学校成立前史（1800-1848）に関して論
述し，星野（1996）は，日本において発表されたフ
ランスの「知能障害児」教育の成立をセガンの教育
法を中心にして，その前史から現代までの５つの期
間に分けて検討している。
　Mizutani &  Yanagimoto（2003）は，日本の知
的障害養護学校高等部における移行支援 をアメリ
カのITPプロセスと比較し，加瀬（1994）は，1980
年代におけるスウェーデンの精神遅滞者「援護法」
改正について論述している。
　「諸外国の教育に関わる思想や障害観などを対象
とした論文」に分類された論文のうちNakamura

（2002）は，知的障害を中心にアメリカにおける障
害者の歴史に関する再検討からノーマライゼーショ

ンを考察し，松矢（1973）は，セガンの教育思想と
フランスにおける「白痴」問題の成立について論述
している。
　「指導法，教育的介入，教育実態などを対象とし
た諸外国における研究」に分類された論文のうち位
頭（1996）は，1960年以降のアメリカ合衆国の精神
遅滞児の統合教育の教育効果に関する文献研究（89
文献）を，Dandii（2002）は，モンゴル共和国にお
ける特殊学校入学判定基準としてのDAM（Draw-a-
Man test）の妥当性を考察し，黄（2002）は，台湾
の母親のダウン症児に対するコミュニケーション・
スタイルを健常児の母親と比較， Huangu, Kubota, 
& Oi（2007）は，ダウン症児とその母親との相互
作用について台湾と日本を比較，Huangu（2009）
は，台湾と日本のダウン症児の母親を対象に子ども
の問題行動に関する指標を用いた比較研究を行っ
た。また，金（1986）は，精神遅滞児を持つ母親が
感じている不安について韓国と日本で国際比較を
行っている。
④肢体不自由を対象とした５論文
　「諸外国の教育制度などを対象とした論文」に分
類された論文のうち真城（1994; 1996）は，19世紀
後半の文献より，イギリスの肢体不自由児（者）に
対する教育について論述し，Cho（2004）は，20世
紀初頭マサチューセッツ州肢体不自由児病院学校
における医療と教育の関係の変化を考察している。
また，Ishida, Mizutani & Yanagimoto（2001）は，
スウェーデンと日本におけるインテグレーションに
おける歴史的な転換期について肢体不自由教育に焦
点を当てて比較検討している。
　肢体不自由分野では「諸外国の教育に関わる思想
や障害観などを対象とした論文」に分類された論文
はなかった。
　「指導法，教育的介入，教育実態などを対象とし
た諸外国における研究」に分類された論文のうち中
司（1988）は，SD法により，日本と韓国の大学生
が肢体不自由児に対してもつイメージについて比較
検討している。
⑥重度重複障害（盲ろうを含む。）を対象とした３論
文
　「諸外国の教育制度などを対象とした論文」に分
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類された論文のうち中澤（1994）は，ノルウェー
における盲聾教育支援体制の現状について，窪島

（1984）は，ドイツ民主共和国（東独）の障害児教
育学からわが国の重症心身障害児に対する教育課程
編制を模索している。
　「諸外国の教育に関わる思想や障害観などを対象
とした論文」に分類された論文のうち落合（1990）
は，国立特殊教育総合研究所が行った全国調査を踏
まえて連合王国（英国），ドイツ連邦共和国，イタ
リアなどヨーロッパ諸国の特殊教育制度と比較して
論述している。
　この領域の「指導法，教育的介入，教育実態など
を対象とした諸外国における研究」に分類された論
文はなかった。
⑦発達障害を対象とした11論文
　「諸外国の教育制度などを対象とした論文」に分
類された論文のうちArai（2010）は，1960年代から
1980年代のロンドンの初等・中等学校における学習
困難児への支援システムの発展過程を，中野（1994）
は，1990年のアメリカ障害者教育法の修正における

「自閉症」，「外傷性脳損傷」のカテゴリーの独立の
検討過程を論述している。
　発達障害領域では「諸外国の教育に関わる思想や
障害観などを対象とした論文」に分類された論文は
なかった。
　「指導法，教育的介入，教育実態などを対象とし
た諸外国における研究」に分類された論文のうち
堺（1988）は，アメリカのベイラー大学との共同
研究の一環として行った実地調査の結果を報告し，
李・小林（1996）は，韓国の生後１ヶ月から24ヶ
月までの乳幼児と自閉症児群を対象として自閉症
児における初期言語発達の順序性について検討し，
Takeuchi, Kubota, & Yamamoto（2002）は，マレー
シアの自閉症児を持つ家族への行動的介入の集中的
スーパーヴィジョンの有効性を検証し，有川（2009）
は，米国における自閉症児への早期高密度行動
介入の研究動向を概観している。また，Nasuno, 
Takeuchi, & Yamamoto（2003）は，マレーシアに
おける自閉症児の親への早期支援プログラムの適
用可能性について質問紙による調査を，裴・園山

（2007）は，中国における自閉症児教育の課題と展

望を考察し，Yu, Lv, Ohta, & Takahashi（2008）は，
日本・中国において保護者への質問紙調査を行い，
自閉症児の早期徴候を比較し，Yu &  Takahashi

（2009）は，中国の医療機関の医師への質問紙調査
によって自閉症の早期診断・発見システム構築の課
題を考察している。
⑦特定の障害種別を対象としていない50論文
　「諸外国の教育制度などを対象とした論文」に分
類された論文のうち『教育史』に分類されたのは８
論文（藤井, 1972; 松川, 1972; 窪島, 1977; 荒川, 1982; 
中村, 1987; 荒川, 1990; 千賀, 2006; 岡, 2010），であ
り，例えば，藤井（1972）は，第二次世界大戦後，
特に，1950年代後半から始まる「教育制度現代化」
における特殊学校制度の扱いとその成果を紹介し，
さらに，1970年代における特殊学校制度の問題につ
いて1971年までの資料をもとに論述している。
　『教育制度・システム』と分類されたのは７論文

（李，1970; 周，1994; 石隈・永松・今田，1999; 新井，
2005; Kim, 2006; Park，2008; 二文字，1988）であ
り，例えば，周（1994）は，国家教育委員会・中国
障害者連合委員会の依頼により，1992年に江蘇省教
育委員会が隔月刊誌として創刊した中国全土を対象
とした初めての特殊教育専門誌から内容を紹介して
いる。
　『教育政策・法律』と分類されたものは９論文（瀬
尾，1982; 瀬尾，1985; 田中，1986; 周，1996; 堀田，
1999; 河合，1999; 粟野，2000; 山中，2006; Toth, 
2007），『判例』には４論文（山田，1980a; 1980b; 
1982; 1989）あり，例えば，瀬尾（1982）は，1975
年の全障害児教育法の成立の背景，理念について説
明し，親の教育への介入と権利の保護，審査と措置
手続き，教師の負担，成果に関する責任などを資料
から明らかにすることでIEP（個別教育計画）の重
要性を論述している。
　「諸外国の教育に関わる思想や障害観などを対象
とした論文」に分類された論文のうち『理念・障害
観』と分類されたものは６論文（小川，1974; 安藤， 
2001; 手島，2003; 吉利，2003; 佐々木・岡，2006; 
是永，2006; Nakamura &  Oka, 2008）あり，例え
ば，安藤（2001）は，標記の研究時評の中で，日本
で行われた諸外国のインクルージョンに関する16本
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の研究によって動向を論述している。
　『思想及び思想史』と分類されたものは６論文（渡
辺，1982; 冨永，1990; 渡辺，1993; 荒川，1995; 岡
田，2006; Senga & Takahashi, 2002）あり，例え
ば，渡辺（1982）は，ソビエトにおける伝統的な生
物学主義的な教育への批判から，障害を二次的障害
と捉えて，究極的には普通児との共同の教育を理想
とするヴィゴツキーの障害児教育観について論じ，
社会背景との関係において今後の展望を述べてい
る。
　「指導法，教育的介入，教育実態などを対象と
した諸外国における研究」に分類された論文のう
ち『教育的介入等』と分類されたものは３論文

（金・三沢，1990; 青山，1995; 1996）あり，金・三
沢（1990）は，アメリカにおける障害児のキャリ
ア・ディベロップメントについて，青山（1995; 
1996）は，アメリカにおけるKaufman Assessment 
Battery for Childrenについて報告している。
　『実態調査等』と分類されたものは６論文（中野，
1994; 中邑，1996; 我妻，2003; Furuta, 2006; 2009; 
Sanagi, 2009）あり，例えば，中野（1994）は，米
国教育省によって1987年4月に開始された8,408名へ
の「特殊教育生徒に関する全米縦断的移行研究」に
ついて紹介し，執筆時点で発表された結果の一部を
紹介している。

Ⅵ　まとめと今後の課題

　本研究では日本特殊教育学会の機関誌である『特
殊教育学研究』第１巻から第48巻までに掲載された
1,385論文を対象として諸外国の障害のある子ども
の教育に関する文献を整理した。
　関連する論文は掲載論文総数の7.2％となる100論
文であった。この割合はいつも同じであったわけで
はなく，全期間を４つの期間にわけて当該論文の割
合を算出すると最近の12年間は8.9％となり，それ
までの期間の約1.5倍であった。
　対象国はアメリカが４割を占めており最も多かっ
た。また，対象となった障害種別の分類では，特定
の障害種別によらない『障害一般，外』が半数を占

めた。
　論文種別の割合は，全体の論文の掲載状況と比較
した場合に『資料論文』，『展望論文』，『研究時評』
で高く，『原著論文』，『事例研究』，『実践研究論文』
で低くかった。
　全体の期間を前期と後期の２期にわけると「諸外
国の教育制度などを対象とした論文」の占める割合
は前期の60.9%から後期の44.2%へと減少し「指導法，
教育的介入，教育実態などを対象とした諸外国にお
ける研究」は前期の17.4%から後期の36.4%へと増加
していた。
　本論文で示すことのできた範囲は『特殊教育学研
究』に掲載され得た論文であり，非常に限定的であ
ることから，上記が，諸外国における障害のある子
どもの教育の研究動向の全体を示すものではない。
しかしながら，今後，テーマを限定し，広範囲な関
連文献のレビューを行う際には，我が国を代表する
当該論文誌の分析内容，研究の傾向，論文リストが
１つの有用な資料となろう。

注：本稿では，『精神薄弱』等の用語について，文
献の表題や内容を記述する際に当時の文献の記述を
そのまま使用している。
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　Articles in the Japanese Journal of Special 
Education, published since 1964 (N = 1385 ) on 
the education of children with disabilities in 
overseas countries were reviewed. Research 
articles on this topic (N =100) that accounted for 
7.2% of the total articles published in the journal 
were identified. In the last 1 2 years this ratio 
had increased by approximately 150% to 8 . 9%. 
The country with most references was the U.S., 
which was mentioned in 40% of all articles. The 
principal disability category was “uncategorized,” 
which was mentioned in 50% of all articles. The 
articles were more likely to be published under 

the category of “Current Topics” or as “Review” 
articles, rather than as “Original Articles” or as 

“Practical Research.” Articles on educational legal 
systems of overseas counties decreased from 
60.9% to 44.2% in the last 24 years, whereas those 
on educational methods, educational interventions, 
and surveys, increased significantly from 17 . 4% 
to 36.4%. Finally the contents of each article were 
summarized and described by disability categories. 
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